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証券コード　6706

2019年６月12日

株 主 各 位
東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

代表取締役社長 松 澤 幹 夫

第93回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第93回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま

すようご案内申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等により議決権を行使する

ことができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、後述

のご案内に従って2019年６月26日（水曜日）午後５時35分までに議決権を行使してくださ

いますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 2019年６月27日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都新宿区西新宿四丁目15番３号

住友不動産西新宿ビル３号館１階

ベルサール西新宿ホール

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第93期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告の内

容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件

２．第93期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類の内

容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役９名選任の件

第４号議案 監査役２名選任の件

第５号議案 補欠監査役１名選任の件
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株主各位



2019/06/07 11:15:19 / 18482349_電気興業株式会社_招集通知

４．議決権の行使についてのご案内

(1) 書面による議決権行使の場合

　同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2019年６月26日（水曜日）午後

５時35分までに到着するようご返送ください。

(2) インターネット等による議決権行使の場合

　インターネット等により議決権を行使される場合には、３頁の「インターネット等

による議決権行使のご案内」をご高覧の上、2019年６月26日（水曜日）午後５時35分

までに行使してください。

(3) 書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネッ

ト等によるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネッ

ト等によって複数回数議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決

権行使としてお取扱いいたします。

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。

代理人によるご出席の場合は、代理権を証明する委任状を株主ご本人の議決権行使書用紙とともに会場受付にご提出
ください（代理人は、本総会において議決権を有する他の株主１名に限らせていただきます。）。

株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容について修正すべき事項が生じた場合には、当
社ウェブサイト（http://www.denkikogyo.co.jp/）にて、お知らせいたします。

本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につき
ましては、法令及び定款の規定に基づき、当社ウェブサイト（http://www.denkikogyo.co.jp/）に掲載しております
ので、本招集ご通知添付書類には記載しておりません。なお、本招集ご通知添付書類及び上記ウェブサイト掲載書類
は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査をした書類であります。
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インターネット等による議決権行使のご案内

　インターネット等により議決権を行使される場合は、予め次の事項をご了承いただきま
すよう、お願い申し上げます。

１．議決権行使ウェブサイトについて
　インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイト
をご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net

２．議決権行使のお取扱いについて
(1) インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に表示

された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従っ
て賛否をご入力ください。

(2) 議決権の行使期限は、2019年６月26日（水曜日）午後５時35分までとなっておりま
すので、お早めの行使をお願いいたします。

(3) 書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネッ
ト等によるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネッ
ト等によって複数回数議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決
権行使としてお取扱いいたします。

(4) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金
（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

３．パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて
(1) パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な
情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

(2) パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行
をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

(3) 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

４．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
(1) 本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記に
お問い合わせください。
三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
［電話］0120（652）031（受付時間　９：00～21：00）

(2) その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
ア．証券会社に口座をお持ちの株主様
　証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合わせくだ
さい。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）
三井住友信託銀行　証券代行事務センター
［電話］0120（782）031（受付時間　９：00～17：00　土日休日を除く）

５．議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）
　機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ＩＣＪの運営する「議決
権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただくこと
も可能です。
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添付書類

事 業 報 告

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　事業のご報告に先立ちまして、当社の複数の拠点において、原価の付替えによる不

適切な会計処理が行われていたことが発見された影響により、2019年３月期の決算発

表が延期となったことにつきまして、株主の皆様をはじめ、関係各位には多大なご迷

惑とご心配をおかけしましたことを、深くお詫び申し上げます。今後は、このような

不適切な会計処理が発生することがないように、「(14)その他企業集団の現況に関す

る重要な事項」に記載しております再発防止策を着実に実行し、信頼回復に向けて全

力で取り組んでまいります。

　当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益に伴う設備投資の回復や雇

用環境の改善を背景に緩やかな回復基調が継続いたしました。一方で、米中の貿易摩

擦をはじめとした政策に伴う影響が各国にて表面化し、海外経済の減速を背景とした

輸出の減少が明確となっていることから、わが国経済の先行きは不透明感が増してお

ります。

　当社グループの関係しております電気通信関連業界におきましては、移動通信関連

分野ではLTE及びLTE-Advancedのサービス拡充に伴うアンテナ需要が増加しておりま

す。また、固定無線関連分野においては防災行政無線の需要が継続しており、放送関

連分野では放送事業者による設備更新・メンテナンス需要が発生しております。高周

波応用機器業界におきましては、自動車関連分野における設備投資需要が国内向けを

中心に回復しております。なお、電気通信関連業界・高周波応用機器業界ともに価格

競争が激化していることから、受注を巡る環境は厳しいものとなっております。

　このような情勢の中で、当社グループは、需要の創出に向けた活動を積極的に推進

し、業務の効率化及び原価低減活動による利益の拡大に取り組み、業績向上に努めて

まいりました。

　その結果、受注高は、前年同期比4.5％増の445億４千６百万円となり、売上高につ

きましても、前年同期比4.0％増の447億５千７百万円となりました。

　利益の面では、営業利益は前年同期比77.2％増の26億９千万円、経常利益は前年同

期比61.5％増の29億４千３百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益につきま

しては、前年同期比89.5％増の15億２千４百万円となりました。

　次にセグメントごとの概況についてご説明申し上げます。

－ 4 －
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〔電気通信関連事業〕

　当事業では、移動通信関連分野においては、スマートフォンの普及に伴う通信量の

増加に対応するため、移動通信事業者によるLTEの基地局投資が積極的に進められてお

り、LTEサービスの拡充に伴う複数の周波数に対応可能な多周波共用アンテナやLTE-

Advancedに対応した3.5GHz帯のアンテナ需要が継続して増加しております。固定無線

関連分野においては、各自治体における防災体制強化とデジタル化の動きに伴って防

災行政無線需要が継続しております。放送関連分野においては、V-Low帯の活用として

のFM方式によるAMラジオ放送の補完局需要や、放送事業者による設備更新・メンテナ

ンス需要の取り込みを図っております。その他分野としては、LED航空障害灯やサーマ

ルカメラシステムの需要開拓を進めております。なお、いずれの分野においても価格

競争の激化により、受注環境は厳しさを増しております。このような環境のもと、当

事業分野では、革新による成長の実現に向けた事業活動を展開し、需要の創出や業務

プロセスの効率化を推進するとともに、製造原価の低減と競争力の向上に取り組んで

まいりました。

　その結果、受注高は前年同期比1.3％減の314億３千３百万円、売上高は前年同期比

0.2％減の332億９千２百万円となりました。

〔高周波関連事業〕

　当事業では、主力であります高周波誘導加熱装置については、自動車関連業界にお

ける需要の回復を背景に、主に国内向けの設備投資が積極的に進められております。

また、一部海外市場において鈍化傾向にあるものの、熱処理受託加工についても、国

内市場を中心に概ね堅調に推移しております。このような事業環境のもと、当事業分

野では、新規市場・新規ユーザーの開拓に加え、生産性の向上による利益の拡大に取

り組んでまいりました。

　その結果、受注高は前年同期比21.9％増の131億１千３百万円、売上高は前年同期比

18.7％増の113億５千万円となりました。

〔その他事業〕

　当事業は、土地・事務所等の子会社等への賃貸を行う設備貸付事業並びに売電事業

であります。

－ 5 －
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(2) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、個人消費や設備投資等の国内需要は一定の底堅さを

維持するものの、海外経済の減速を受けて輸出の低迷が継続するものと想定されてい

ます。さらに、物価上昇による消費の停滞や人件費・原材料費の増加に伴う企業収益

の鈍化が懸念されており、米国・中国を中心とした政策に関する不確実性も依然とし

て高いことから、国内景気の先行きについても予断を許さない状況にあります。当社

グループを取り巻く環境としては、移動通信関連分野においては、LTEに対応した多周

波共用アンテナやLTE-Advancedに対応したアンテナ需要の獲得に加え、5G向けに新た

に割り当てられた周波数に対応したアンテナ需要の取り込みを積極的に図ってまいり

ます。さらに、移動通信鉄塔のメンテナンス需要の獲得にも取り組んでまいります。

固定無線関連分野については、引き続き防災行政無線の需要獲得に注力いたします。

放送関連分野については、放送事業者による放送設備の更新・メンテナンス需要の取

り込みを図ってまいります。このほか、新規事業であるLED航空障害灯やサーマルカメ

ラシステム等の需要開拓にも引き続き注力いたします。高周波関連事業においては、

海外拠点との連携強化を図り、日系自動車関連メーカーをはじめとした設備投資需要

の取り込みを強化するとともに、自動車関連以外の分野への需要拡大も進めてまいり

ます。

　当社グループを取り巻く経営環境は、スピーディに変化する事業環境や価格競争の

激化から、引き続き厳しいものとなることが想定されます。

　このような見通しのもとで、当社グループは、環境の変化に対応できる人材育成を

進め、積極的な姿勢のもとスピード感をもって、業務範囲の拡大と新規領域の獲得を

図ってまいります。さらに、長期的な視点で独自技術による需要の創出に向けた研究

開発を推進します。併せて内部統制・安全・品質管理の徹底によって事業基盤の強化、

顧客の信頼向上を図ってまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご理解とご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。

(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度中に増資あるいは社債発行による資金調達は行っておりません。

(4) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、14億３千２百万円であり、このう

ち主なものは、老朽化した設備、測定器の更新であります。

(5) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(6) 事業区分別の受注高・売上高の推移
（単位：百万円）

区 分 事 業 区 分
第　90　期
2015年度

第　91　期
2016年度

第　92　期
2017年度

第　93　期
（当連結会計年度）

2018年度

受注高

電 気 通 信 関 連 事 業 32,322 33,762 31,853 31,433

高 周 波 関 連 事 業 9,393 8,667 10,761 13,113

そ の 他 事 業 － － － －

合 計 41,715 42,430 42,614 44,546

売上高

電 気 通 信
関 連 事 業

( 工 事 高 ) 17,471 16,414 17,986 16,099

( 売 上 高 ) 17,234 14,048 15,362 17,192

計 34,706 30,462 33,349 33,292

高周波関連事業 ( 売 上 高 ) 10,825 9,328 9,559 11,350

そ の 他 事 業

(賃貸収入) 3 4 4 4

(売電収入) 111 110 109 108

計 115 114 114 113

合 計 45,647 39,906 43,022 44,757

  (注)    連結損益計算書の完成工事高は電気通信関連事業の工事高を、製品売上高は電気通信関連事業及

び高周波関連事業の売上高の合計を、また、その他の事業売上高にはその他事業の賃貸収入及び

売電収入を表示しております。

－ 7 －
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(7) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第　90　期
2015年度

第　91　期
2016年度

第　92　期
2017年度

第　93　期
(当連結会計年度)

2018年度

売 上 高 (百万円) 45,647 39,906 43,022 44,757

経 常 利 益 (百万円) 2,119 953 1,823 2,943

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(百万円) 1,469 543 804 1,524

１株当たり当期純利益 (円) 23.68 8.93 65.84 124.78

総 資 産 (百万円) 61,106 60,164 61,687 62,437

純 資 産 (百万円) 44,408 44,806 45,522 45,963

  (注)１　第92期の１株当たり当期純利益につきましては、2017年10月１日付で普通株式５株を１株に併合

しましたが、株式併合が期首に行われたと仮定して算出しております。

２　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を

当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度（第92期）の総資産の金額について

は、当該会計基準を遡って適用した場合の金額となっております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第　90　期
2015年度

第　91　期
2016年度

第　92　期
2017年度

第　93　期
（当期）
2018年度

売 上 高 (百万円) 36,015 30,376 33,572 34,476

経 常 利 益 (百万円) 1,864 154 1,414 2,221

当 期 純 利 益 (百万円) 1,432 203 888 1,168

１株当たり当期純利益 (円) 23.09 3.34 72.67 95.59

総 資 産 (百万円) 46,255 46,418 47,394 47,637

純 資 産 (百万円) 35,298 34,952 35,228 35,360

  (注)１　第92期の１株当たり当期純利益につきましては、2017年10月１日付で普通株式５株を１株に併合

しましたが、株式併合が期首に行われたと仮定して算出しております。

２　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を

当事業年度の期首から適用しており、前事業年度（第92期）の総資産の金額については、当該会

計基準を遡って適用した場合の金額となっております。

－ 8 －

財産及び損益の状況の推移



2019/06/07 11:15:19 / 18482349_電気興業株式会社_招集通知

(8) 主要な事業内容

電気通信関連事業

極超短波、超短波、短波、中波、長波等各種アンテナの設計、製作、建設、販売

鉄塔、反射板の設計、製作、建設、販売

共聴（CATV）機器の設計、製作、販売及び同システムの設計、施工

各種民生無線機器の設計、製作、販売

高周波関連事業

高周波誘導加熱装置、半導体製造プラズマ発生用高周波電源装置、核融合プラズ

マ加熱用高周波電源装置の設計、製作、販売

高周波加速器用電源装置の設計、製作、販売

各種真空炉の設計、製作、販売

高周波熱処理受託加工

その他事業

電気通信関連事業及び高周波関連事業に関する設備等の賃貸

太陽光発電による売電事業

(9) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 な 事 業 内 容

株 式 会 社 電 興 製 作 所 92百万円 100％
金属加工、機械加工、及び各種アン
テナ・電気通信機器の製作加工

株 式 会 社 デ ン コ ー 70百万円 100％
鉄塔等鉄鋼工作物の製作販売・各種
鍍金加工

デンコーテクノヒート株式会社 70百万円 100％ 高周波熱処理受託加工

高 周 波 工 業 株 式 会 社 50百万円 100％
高周波誘導加熱装置の設計及び製
作、並びに高周波熱処理受託加工

株 式 会 社 デ ィ ー ケ ー シ ー 20百万円 100％ 電気通信施設の建設

フ コ ク 電 興 株 式 会 社 17百万円 100％ 有線・無線通信設備の設計、施工

 (注) 当連結会計年度末時点において当社の連結子会社は、上記の６社を含め10社であります。

－ 9 －
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(10) 主要な営業所及び工場

①　当社

本　社

支　店

名　称 所　在　地 名　称 所　在　地

本 社 東 京 都 千 代 田 区 大 阪 支 店 大 阪 府 吹 田 市

北 海 道 支 店 北 海 道 札 幌 市 広 島 支 店 広 島 県 広 島 市

仙 台 支 店 宮 城 県 仙 台 市 九 州 支 店 福 岡 県 福 岡 市

名 古 屋 支 店 愛 知 県 名 古 屋 市

工　場

名　称 所　在　地 名　称 所　在　地

川 越 事 業 所 埼 玉 県 ふ じ み 野 市 鹿 沼 工 場 栃 木 県 鹿 沼 市

川 越 工 場 埼 玉 県 川 越 市 厚 木 工 場 神奈川県愛甲郡愛川町

②　子会社

名 称 所 在 地

株 式 会 社 電 興 製 作 所 栃 木 県 鹿 沼 市

株 式 会 社 デ ン コ ー 埼 玉 県 川 越 市

デ ン コ ー テ ク ノ ヒ ー ト 株 式 会 社 愛 知 県 刈 谷 市

高 周 波 工 業 株 式 会 社 神 奈 川 県 愛 甲 郡 愛 川 町

株 式 会 社 デ ィ ー ケ ー シ ー 埼 玉 県 ふ じ み 野 市

フ コ ク 電 興 株 式 会 社 福 岡 県 福 岡 市

(11) 従業員の状況

①　企業集団の従業員数

区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

名 名

男 性 955 △21

女 性 258 △23

計 1,213 △44

②　当社の従業員数

区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

名 名 才 年

男 性 484 △10 46.7 17.7

女 性 79 4 39.7 16.7

計又は平均 563 △6 45.7 17.6

－ 10 －

主要な営業所及び工場、従業員の状況、主要な借入先及び借入額、事業の譲渡、合併等企業再編行為等、その
他企業集団の現況に関する重要な事項
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(12) 主要な借入先及び借入額

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 198

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 150

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 50

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 30

(13) 事業の譲渡、合併等企業再編行為等

　該当事項はありません。

(14) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社の複数の拠点で原価の付替えによる不適切な会計処理が行われていたことが発

見されたため、当社は、当社と利害関係を有しない外部の弁護士及び専門調査会社を

含む調査チームを設置し、事実関係及びその内容について調査を行いました。

　当該調査チームによる調査の結果を含む当社としての調査結果は、当社ウェブサイ

ト(http://www.denkikogyo.co.jp/)において公表しております。

　当社は、当該調査チームによる調査の結果を含む当社としての調査結果及び再発防

止に向けた提言を踏まえ、このような不適切な会計処理が今後発生することがないよ

うに、当社の最優先課題として、各従業員への教育の徹底、組織体制の見直し等によ

る牽制機能の強化等の再発防止策を着実に実行するとともに、内部統制及びコンプラ

イアンス、ガバナンスの強化に努め、信頼回復に向けて全力で取り組んでまいります。

－ 11 －
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Ⅱ．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 56,000,000株

(2) 発行済株式の総数 14,084,845株

(3) 株主数 6,588名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,835 14.93

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 709 5.77

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 444 3.62

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 372 3.03

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ　ＯＦ　ＮＯＲＷＡＹ 367 2.99

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 360 2.93

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 352 2.86

電 気 興 業 取 引 先 持 株 会 292 2.38

電 気 興 業 従 業 員 持 株 会 276 2.25

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 日 本 興 亜 株 式 会 社 241 1.97

 (注) 　当社は､ 自己株式1,792千株を保有しておりますが､ 上記の大株主から除いております。また､ 

持株比率は自己株式を控除して計算しております。なお、自己株式には、取締役向け株式報酬制

度に係る信託財産として、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当

社株式を含めておりません。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 12 －

会社の株式に関する事項
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Ⅲ．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 松 澤 幹 夫

代表取締役専務執行役員 笠 井 克 昭 管理統括部長、秘書室、内部統制管理部、安全品
質管理部、新規事業統括部、営業管理部、海外事
業統括部、電気通信営業統括部、支店統括部、施
設エンジニアリング統括部、技術開発統括部、機
器統括部、高周波統括部担当

取 締 役 常 務 執 行 役 員 伊 藤 一 浩 高周波統括部長

取 締 役 執 行 役 員 下 田 　 剛 海外事業統括部長

取 締 役 執 行 役 員 西 澤 俊 一 技術開発統括部長兼新規事業統括部長

取 締 役 執 行 役 員 久 野 　 力 電気通信営業統括部長

取 締 役 太 田 　 洋 パートナー弁護士（西村あさひ法律事務所）、日
本化薬株式会社社外取締役、光陽ホールディング
ス株式会社社外監査役、株式会社リコー社外監査
役、公益財団法人ロッテ財団評議員

取 締 役 須 佐 正 秀 税理士（須佐正秀税理士事務所）、株式会社アセ
ント社外監査役、一般社団法人関東信用金庫協会
監事

常 勤 監 査 役 土 屋 辰 一

常 勤 監 査 役 田 宮 弘 志

監 査 役 大 西 正 利

監 査 役 小 林 祥 二 弁護士（小林法律事務所）

 (注) １．取締役太田　洋氏及び取締役須佐正秀氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり、株

式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員として、同取引所に

対する届出を行っております。

２．社外取締役である太田　洋氏及び須佐正秀氏は、2019年３月期の決算発表延期に係る当社の複数

の拠点における原価の付替えによる不適切な会計処理に関して、当該事実を認識しておりません

でしたが、日頃から法令順守の視点に立った提言を行い、注意喚起をしておりました。また、当

該事実の判明後は、再発防止のための提言を行うなど、社外取締役として必要な対応を行い、そ

の職責を果たしております。

３．常勤監査役田宮弘志氏及び監査役小林祥二氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

り、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員として、同取

引所に対する届出を行っております。

４．監査役小林祥二氏は、弁護士の資格を有し、企業法に精通しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

５．社外監査役である田宮弘志氏及び小林祥二氏は、2019年３月期の決算発表延期に係る当社の複数

の拠点における原価の付替えによる不適切な会計処理に関して、当該事実を認識しておりません

でしたが、日頃からコンプライアンスの重要性について注意喚起をしておりました。また、当該

事実の判明後は、再発防止のための提言を行うなど、社外監査役として必要な対応を行い、その

職責を果たしております。

６．長谷川篤司氏は、2018年６月28日付で取締役執行役員を辞任により退任いたしました。

－ 13 －

会社役員に関する事項
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

取 締 役 監 査 役 計

支給人員 支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員 支 給 額

名 百万円 名 百万円 名 百万円

9 241 4 44 13 285

 (注) １．上記の報酬等の額には当事業年度に計上した役員株式給付引当金の繰入額55百万円（取締役７名

に対し55百万円）が含まれております。

２．取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．上記には、2018年６月28日開催の第92回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名を含

んでおります。

４．期末現在の人員は、取締役８名、監査役４名であり、期中の異動は次のとおりであります。

退　任　取締役　１名

５．上記のうち、社外役員４名（社外取締役２名及び社外監査役２名）に対する報酬の総額は46百万

円であります。

６．取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第80回定時株主総会において、「年額５億円以

内」（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）と決議されております。

７．監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第80回定時株主総会において、「年額8,000万円

以内」と決議されております。

(3) 社外役員に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係

　社外取締役太田　洋氏は、西村あさひ法律事務所パートナー弁護士、日本化薬株

式会社社外取締役、光陽ホールディングス株式会社社外監査役、株式会社リコー社

外監査役及び公益財団法人ロッテ財団評議員であります。当社との間には開示すべ

き関係はありません。

　社外取締役須佐正秀氏は、須佐正秀税理士事務所税理士、株式会社アセント社外

監査役及び一般社団法人関東信用金庫協会監事であります。当社との間には開示す

べき関係はありません。

　社外監査役小林祥二氏は、小林法律事務所弁護士であります。当社との間には開

示すべき関係はありません。

②　主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

－ 14 －
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③　当事業年度における主な活動状況

　2018年度の取締役会には、取締役太田　洋氏、取締役須佐正秀氏、監査役田宮弘

志氏及び監査役小林祥二氏は17回の全てに出席し、業務執行を行う経営陣から独立

した客観的視点で議案審議に必要な意見を適宜述べております。

　2018年度の監査役会には、監査役田宮弘志氏及び監査役小林祥二氏は14回の全て

に出席し、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行って

おります。

④　責任限定契約の概要

　当社は、社外役員の全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結

しております。その契約内容の概要は、社外役員が任務を怠ったことによって当社

に損害賠償責任を負う場合、責任の原因となった職務の遂行について当該社外役員

が善意であって重大な過失がないときに限り、法令が規定する額又はそれ以上の一

定の額をもって上記損害賠償責任の限度とするものであります。

－ 15 －

会社役員に関する事項
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Ⅳ．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 38百万円

②　当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 38百万円

 (注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務

指針」を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時間・配員計画、

会計監査人の職務遂行状況、報酬見積の妥当性等を確認し、検討した結果、会計監査人の

報酬額について会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

　この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におき

まして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　また、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性

及び信頼性が確保できないと判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任

又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案

を株主総会に提出いたします。

－ 16 －
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Ⅴ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務

の適正を確保するための体制

(1) 当社グループの取締役及び使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保す

るための体制

　当社は、グループ企業行動憲章を制定し、当社グループの取締役及び使用人に対し

て周知徹底を図り、法令、定款その他の社内規程及び社会倫理の遵守を企業活動の基

本とする。

　当社は、コンプライアンス上の問題点を審議するための機関として、コンプライア

ンス委員会を設置する。

　コンプライアンス委員会は、コンプライアンスの推進のため、当社グループの役員

をはじめ、全使用人の意識の高揚啓発を行うものとする。

　当社は、グループ内部通報制度を整備し、当社グループの取締役及び使用人の職務

執行が法令・定款等に違反したことが判明した場合の対応措置を構築する。

　コンプライアンス委員会は、法令・定款等の違反行為があった場合には、当該行為

を直ちに中止させるとともに、再発防止のための対策を講じる。

　監査担当部門が内部監査規程に基づき、内部監査を実施し、当社グループの取締役

及び使用人の職務執行が、適法且つ適正に行われているかどうかを監査するものとし、

その結果をコンプライアンス委員会、社長及び監査役に報告するとともに、取締役会

に報告を行うこととする。

(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報は、法令のほか、別に定める社内規程により、適切に

保存・管理されるものとする。

　コンプライアンス委員会、取締役又は監査役は、いつでも取締役の職務執行に係る

情報を閲覧できるものとする。

(3) 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、全社的に危機管理を推進するため、想定されるリスクを各部門において業

務内容に応じて景気変動・製品の品質・安全管理・法令違反等に分類し、リスク軽減

に向け適切に対応していくこととする。

　当社は、子会社を管理する関連部を置き、子会社各社を統括的に管理する。

　各部門及び関連部は、必要に応じてリスク管理に関するマニュアルの作成・配布を

行うこととし、適宜必要に応じてそれらの見直し、整備を行う。万一、損失が発生し

た場合又は発生が予見される場合は、各部門の長及び関連部長は、直ちに担当取締役

を通して取締役会に状況を報告し、担当取締役を総括責任者として関係部門による原

因・対策会議を開催の上、同会議において協議を行い、その経過並びに結果を取締役

会に報告するものとする。
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(4) 当社グループの取締役の職務執行が効率的に行われていることを確保するための体

制

　当社グループの取締役会は、当社グループの経営理念のもと、毎年策定される中期

経営計画や経営重点方針及びそれに従って各社・各部門において作成される方針管理

に基づき、それらに明記された目標の達成のために活動する。

　当社の取締役会の意思決定に関しては、毎月１回取締役会を招集し十分議論した上

で意思決定をするものとする。

　また、適宜職務権限、分掌規程の策定、見直しを行うことにより、業務執行を効率

的に行うことのできる体制を整える。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、グループ各社における内部管理体制の強化を図るため、グループ各社にお

いて開催される重要な会議への出席等を通じ、相互連絡、協議、情報の共有化、指示、

伝達等を適正に行うことにより、関連規程のもと、連携体制を構築していくものとす

る。

　また、関連部は、グループ各社から、経営内容を把握するための定期的な報告を受

けるものとする。

　特に、リスク管理及びコンプライアンス体制については、グループ共通の課題とし

てとらえる。

　取締役、グループ各社社長は、業務執行の適正を確保する内部統制の確立と運用の

権限と責任を有する。

　当社は、グループ各社の財務報告に関し、有効且つ適正な評価ができるよう内部統

制システムを構築し、適切な運用を図ることにより、金融商品取引法に基づく財務報

告の信頼性と適正性を確保する。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制並びに当該使用人の取締役からの独

立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の職務を補助すべき専属の使用人については、必要の都度監査役会が、取締

役との協議の上、決定することとする。

　監査役から監査業務を補助するよう指示をされた使用人は、取締役等からの指示命

令を受けないものとし、その異動、評価、懲戒は監査役会の意見を尊重した上で行わ

れることとする。
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(7) 当社グループの取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報

告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制並びにその他監査役の監

査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社グループの取締役及び使用人は、法令に定められたもののほか、会社に重大な

影響を及ぼす事項、その他当社の監査役が監査役監査基準に従い、監査を行う上で必

要な情報等の提供を各監査役の要請に応じて事前に監査役会に報告するものとする。

　重要な稟議書に関しては、監査役に対しても回付を行うことにより、報告をするこ

ととする。

　監査役は、上記監査役監査基準に従い、必要の都度取締役と面談をし、また内部監

査部門及び監査法人と定期的に意見交換を行うものとする。

　会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項やコンプライアンスに係る事項を発見

したときは、当社グループの取締役及び使用人は、速やかに監査役に報告を行うもの

とする。

　当社は、監査役へ報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対して、当該報

告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、当社グループの取

締役及び使用人に周知徹底する。

　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の

償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行につ

いて生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じる。

(8) 反社会的勢力排除のための体制

　反社会的勢力に対しては、企業行動憲章に則り毅然とした態度で臨み、行動するこ

ととする。

　また、反社会的勢力に関する対応統括部署を定め、情報の収集・管理を行い、警察、

暴力団追放団体及び弁護士等の外部専門機関との連携を図りながら反社会的勢力を排

除する体制の整備・強化に取り組むこととする。

(9) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、

当連結会計年度における運用状況の概要は次のとおりです。

　当社は、経営理念、グループ企業行動憲章等の行動指針や安全、品質、情報管理等

に関する基本的な考え方をまとめた「DKK Standard」を当社グループの取締役及び使

用人に対して配布し、教育を実施しております。さらに、コンプライアンス委員会を

定期的に開催し、コンプライアンスに関する活動方針や推進状況について審議を行っ

ており、活動方針に従いコンプライアンス意識の浸透を図る活動を実施しました。

　当社では、定時取締役会を毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催して

おります。取締役会は、社外取締役２名を含む取締役８名で構成し、法令等に定めら
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れた事項や経営に関する重要事項を決定し、月次業績の分析、対策、評価を行うとと

もに法令及び定款等への適合性及び業務の適正性の観点から審議いたしました。

　監査役４名は、取締役会や重要な社内会議への出席等を通じて、取締役の職務執行

の監査、法令及び定款等の遵守状況の監査を実施いたしました。

　子会社につきましては、子会社管理規程に基づき、子会社管理部門である関連部が

毎月報告を受け、定期的に監査を行い、実効性のある管理の実現に努めました。

　内部監査部門は、社長の承認を得た監査基本計画に基づき業務監査を実施し、その

結果を社長に報告いたしました。

　このように業務の適正を図ってまいりましたが、当社の複数の拠点で原価の付替え

による不適切な会計処理が行われていたことが発見されたため、当社は、当社と利害

関係を有しない外部の弁護士及び専門調査会社を含む調査チームを設置し、事実関係

及びその内容について調査を行いました。当社は、当該調査チームによる調査の結果

を含む当社としての調査結果及び再発防止に向けた提言を踏まえ、このような不適切

な会計処理が今後発生することがないように、当社の最優先課題として、各従業員へ

の教育の徹底、組織体制の見直し等による牽制機能の強化等の再発防止策を着実に実

行するとともに、内部統制及びコンプライアンス、ガバナンスの強化に努め、信頼回

復に向けて全力で取り組んでまいります。
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Ⅵ．会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

(1) 基本方針の内容

　当社は、上場会社である以上、当社株式に係る大規模な買付行為を行おうとする者

が現れた場合、かかる買付者に対して株式を売却するか否かの判断や、買付者に対し

て会社の経営を委ねることの是非に関する判断は、基本的には、個々の株主様のご意

思に委ねられるべきものだと考えております。

　しかしながら、近時の大量の株式の買付行為の中には、会社の企業価値又は株主の

皆様の共同の利益に対して回復困難な損害を与える可能性のあるものも少なくありま

せん。

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者が、当社の企業価値の源泉及びかか

る源泉の中長期的な観点からの維持・強化の重要性についての認識を共有しない場合

には、当社の企業価値又は株主の皆様の共同の利益の最大化を妨げるような結果が生

じるばかりでなく、様々なステークホルダーの方々の信頼関係を含む有形無形の会社

の経営資源が毀損されることになりかねないものと考えております。

　上記の観点から、当社は、2015年５月15日開催の当社取締役会において、当社株式

の大規模買付行為に関する対応方針を一部変更・修正のうえ継続すること（以下「旧

プラン」といいます。）を決議し、特定の者又はグループが当社の総株主の議決権の

20％以上に相当する議決権を有する株式を取得すること等により、当社の企業価値の

源泉が長期的に見て毀損されるおそれがある場合等、当社の企業価値又は株主の皆様

の共同の利益の最大化が妨げられるおそれが存する場合には、かかる特定の者又はグ

ループは、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるものと

して、法令及び当社定款によって許容される限度において、場合により、当社の企業

価値及び株主の皆様の共同の利益の最大化のために相当の措置を講じることとしてい

るところです。

　なお、旧プランは、2018年６月30日をもって有効期間の満了を迎えたことから、当

社は、同年５月18日開催の当社取締役会において、旧プランに変更を加えた上で（以

下変更後のプランを「本プラン」といいます。）、同年７月１日より継続することを

決議し、同年６月28日開催の当社第92回定時株主総会においてご承認を得ております。

本プランの概要につきましては、以下(3)記載の「基本方針に照らして不適切な者によ

って当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み」を

ご覧ください。
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(2) 基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社及び当社子会社（以下「当社グループ」といいます。）の事業は、電気通信関

連事業及び高周波関連事業から成り立っております。

　電気通信関連事業におきましては、情報通信関連業界の中で、通信用、放送用各種

アンテナ・鉄塔の設計、製作及びその建方工事を主に行っております。

　高周波関連事業におきましては、高周波応用機器業界に属し、高周波による誘導加

熱装置の設計、製作と加熱装置を利用した焼入受託加工を行っております。

　当社は、1950年の創業以来一貫して、得意先各位に満足いただけるような製品の提

供をすることをモットーに、経営理念に「時代のニーズを先取りし、失敗を恐れぬチ

ャレンジ精神の溢れた前向きの企業たることを期す」を掲げ、同じく「優れた製品を

社会に提供し、社会に貢献する」ことを実現すべく、常に業界での最高水準の技術を

維持していくことを目標の一つとして、たゆまぬ努力をしてまいりました。

　このことが今日、当社グループが業界、とりわけ取引先から絶大の信頼と支持をい

ただいている所以だと確信しております。

　また、中長期的には、柱としております移動通信関連、固定無線関連、放送関連、

高周波関連を中心にその周辺分野への事業拡大を視野に入れ、適宜設備投資を行うこ

とを図りながら、経営資源を投入し、企業価値の増大に努めてまいりたいと考えてお

ります。また、新規事業の開拓に関しましては、新規事業に特化した新たな専門部署

を設置し、これまで以上に開拓を推進するための組織体制へと変更しております。

　そして、当社グループが継続的に企業価値を高めていくためには、こうした経営計

画の基盤である経営理念に掲げる基本的な考え方を今後も引き続き実践し、当社グル

ープ発展のために必要不可欠な得意先をはじめとするステークホルダーの皆様との長

期的な信頼関係を重視した経営を行うことがきわめて重要であると考えております。

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組み

　本プランは、大規模買付行為（以下に定義されます。）を行おうとし、又は現に行

っている者（以下「大規模買付者」といいます。）に対して事前に大規模買付行為に

関する必要な情報の提供及び考慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、

当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が適切に判断されること、

当社取締役会が企業価値委員会（以下に定義されます。）の勧告を受けて当該大規模

買付行為に対する賛否の意見又は当該大規模買付者が提示する買収提案や事業計画等

に代替する事業計画等（以下「代替案」といいます。）を当社株主の皆様に対して提

示すること、あるいは、当社株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を

可能とし、もって当社の企業価値及び当社株主の皆様の共同の利益の最大化を目的と

しております。当社は、①当社が発行者である株券等に関する大規模買付者の株券等

保有割合が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得、②当社が発行者である
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株券等に関する大規模買付者の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合と

の合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得、及び③上記①又は②に規

定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の株主が、当社の他の株主（複

数である場合を含みます。）との間で、当該他の株主が当該特定の株主の共同保有者

に該当するに至るような合意その他の行為、又は当該特定の株主と当該他の株主との

間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動

する関係を樹立する行為（但し、当社が発行者である株券等につき当該特定の株主と

当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以上となるような場合に限ります。）の

いずれかに該当する行為又はその可能性のある行為（以下「大規模買付行為」といい

ます。）を行おうとする者に対して、大規模買付行為の前に、当社取締役会に対して

十分な情報提供をすること及び当社取締役会が大規模買付行為を評価し、意見形成、

代替案立案、交渉を行うための期間を設定することを要請するルールを設定しました。

このルールが遵守されない場合等には、株主の皆様の共同の利益を保護する目的で、

対抗措置を発動することがあります。当社が本プランに基づき発動する大規模買付行

為に対する対抗措置は、原則として、新株予約権の無償割当てによるものといたしま

すが、法令等及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と

判断された場合には、その他の対抗措置が用いられることもあります。

　なお、本プランによる買収防衛策の継続に当たり、対抗措置の発動等に関する当社

取締役会の恣意的判断を排除するため、当社の社外取締役及び社外監査役（それらの

補欠者を含みます。）並びに社外有識者（弁護士、公認会計士、大学教授等）の中の

３名以上から構成される企業価値委員会（以下「企業価値委員会」といいます。）を

設置しております。企業価値委員会は、大規模買付行為を行おうとする者から提供さ

れた買付説明書をはじめとする買付内容等の検討に必要な諸情報を検討した上、当社

取締役会に対し、本プランに基づく対抗措置の発動の適否を勧告いたします。また、

企業価値委員会は、対抗措置を発動することの可否を問うための株主総会（以下「株

主意思確認株主総会」といいます。）を開催すべきと判断した場合には、当社取締役

会に対し、株主意思確認株主総会を開催することが適当である旨の勧告をすることが

できるものとします。

　当社取締役会は、企業価値委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動、

不発動又は中止の決議を行うものといたします。また、企業価値委員会が株主意思確

認株主総会を開催することが適当である旨の勧告を行った場合には、当社取締役会は、

株主意思確認株主総会を招集し、株主の皆様に対抗措置の発動の可否をご判断いただ

くことができるものとします。なお、株主意思確認株主総会が招集された場合、当社

取締役会は、対抗措置の発動の可否について株主意思確認株主総会の決議に従うもの

とします。かかる決議を行った場合、当社は、当社取締役会の意見その他適切と認め

られる情報を適用ある法令等及び金融商品取引所規則に従って適時適切に株主の皆様

に開示いたします。
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なお、本プランの詳細については当社ウェブサイト(http://www.denkikogyo.co.jp

/ir/ir/pdf/2018/20180518_release3.pdf) に掲載の「当社株式の大規模買付行為に関

する対応方針（買収防衛策）の継続に関するお知らせ」をご覧ください。

(4) 上記(2)及び(3)の取組みについての当社取締役会の判断及び理由

　上記(2)及び(3)に記載したとおり、本プランは、当社の企業価値及び当社株主の皆

様の共同の利益の最大化を目的に継続されたものであり、上記(1)の基本方針に沿うも

のであります。

　また、本プランの継続については株主総会において承認が得られていること、対抗

措置の発動に際しては企業価値委員会の勧告が最大限尊重されることとされており、

取締役会の判断の公正性が担保されるべき措置が採られていること、有効期間が2021

年６月30日までとされており、当社の株主総会決議又は取締役会決議によりいつでも

廃止することができるものとされていること等により、その公正性・客観性が担保さ

れており、当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維

持を目的とするものでもありません。

（注）　記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて、また比率は、四捨五入して表示しておりま

す。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

44,762

19,861

18,094

6,084

793

△71

17,675

6,919

10,852

8,854

2,240

173

78

6,490

△21,770

226

10,528

7,982

2

335

1,165

1,095

△52

流 動 負 債 12,367

支払手形・工事未払金等 7,800

短 期 借 入 金 298

リ ー ス 債 務 17

未 払 法 人 税 等 726

未 成 工 事 受 入 金 101

完 成 工 事 補 償 引 当 金 21

製 品 保 証 引 当 金 215

賞 与 引 当 金 606

役 員 賞 与 引 当 金 10

工 事 損 失 引 当 金 4

債 務 保 証 損 失 引 当 金 80

そ の 他 2,482

固 定 負 債 4,107

長 期 借 入 金 130

リ ー ス 債 務 44

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 66

役 員 株 式 給 付 引 当 金 94

退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,266

資 産 除 去 債 務 49

そ の 他 455

負 債 合 計 16,474

純 資 産 の 部

株 主 資 本 43,940

資 本 金 8,774

資 本 剰 余 金 9,731

利 益 剰 余 金 29,911

自 己 株 式 △4,477

その他の包括利益累計額 1,035

その他有価証券評価差額金 960

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △21

為 替 換 算 調 整 勘 定 68

退職給付に係る調整累計額 28

非 支 配 株 主 持 分 988

純 資 産 合 計 45,963

資 産 合 計 62,437 負 債 純 資 産 合 計 62,437
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連 結 損 益 計 算 書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 16,099

製 品 売 上 高 28,543

そ の 他 の 事 業 売 上 高 113 44,757

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 13,394

製 品 売 上 原 価 22,746

そ の 他 の 事 業 売 上 原 価 61 36,202

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 2,705

製 品 売 上 総 利 益 5,797

そ の 他 の 事 業 総 利 益 52 8,554

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,864

営 業 利 益 2,690

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 181

そ の 他 127 308

営 業 外 費 用

支 払 利 息 16

そ の 他 38 55

経 常 利 益 2,943

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2 2

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 ・ 除 却 損 3

投 資 有 価 証 券 評 価 損 638

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 70

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 80

そ の 他 2 794

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,150

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 911

法 人 税 等 調 整 額 △413 497

当 期 純 利 益 1,652

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 127

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,524
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 8,774 9,731 28,940 △4,476 42,970

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △553 △553

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

1,524 1,524

自 己 株 式 の 取 得 △4 △4

自 己 株 式 の 処 分 0 2 2

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－

当 期 変 動 額 合 計 － 0 971 △1 969

当 期 末 残 高 8,774 9,731 29,911 △4,477 43,940

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株 主 持 分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,446 △13 105 73 1,612 939 45,522

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △553

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

1,524

自 己 株 式 の 取 得 △4

自 己 株 式 の 処 分 2

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

△485 △8 △37 △45 △576 48 △528

当 期 変 動 額 合 計 △485 △8 △37 △45 △576 48 441

当 期 末 残 高 960 △21 68 28 1,035 988 45,963
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貸 借 対 照 表

（2019年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

製 品

未 成 工 事 支 出 金

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

32,064

13,040

492

1,215

6,116

6,388

1,261

291

1,853

846

110

519

△71

15,573

4,891

9,119

1,526

5,710

1,772

103

32

△13,374

205

10,477

7,590

823

1

45

188

867

629

374

△42

流 動 負 債 9,258

支 払 手 形 1,493

電 子 記 録 債 務 2,277

工 事 未 払 金 1,272

買 掛 金 1,518

リ ー ス 債 務 9

未 払 金 534

未 払 法 人 税 等 583

未 払 消 費 税 等 295

未 成 工 事 受 入 金 95

完 成 工 事 補 償 引 当 金 21

製 品 保 証 引 当 金 137

賞 与 引 当 金 419

工 事 損 失 引 当 金 4

債 務 保 証 損 失 引 当 金 80

そ の 他 515

固 定 負 債 3,018

長 期 借 入 金 130

リ ー ス 債 務 21

退 職 給 付 引 当 金 2,270

役 員 株 式 給 付 引 当 金 94

資 産 除 去 債 務 49

そ の 他 452

負 債 合 計 12,276

純 資 産 の 部

株 主 資 本 34,421

資 本 金 8,774

資 本 剰 余 金 9,731

資 本 準 備 金 9,677

そ の 他 資 本 剰 余 金 53

利 益 剰 余 金 20,393

利 益 準 備 金 1,227

そ の 他 利 益 剰 余 金 19,165

特 別 償 却 準 備 金 97

配 当 準 備 積 立 金 30

役 員 退 職 積 立 金 108

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 5

別 途 積 立 金 11,871

繰 越 利 益 剰 余 金 7,054

自 己 株 式 △4,477

評 価 ・ 換 算 差 額 等 939

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 942

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3

純 資 産 合 計 35,360

資 産 合 計 47,637 負 債 純 資 産 合 計 47,637

－ 28 －
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損 益 計 算 書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 12,723

製 品 売 上 高 21,349

そ の 他 の 事 業 売 上 高 403 34,476

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 11,065

製 品 売 上 原 価 16,916

そ の 他 の 事 業 売 上 原 価 164 28,146

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 1,657

製 品 売 上 総 利 益 4,433

そ の 他 の 事 業 総 利 益 238 6,329

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,538

営 　  業 　  利 　  益 1,790

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 367

そ の 他 111 478

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9

そ の 他 38 47

経 常 利 益 2,221

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0 0

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 ・ 除 却 損 0

投 資 有 価 証 券 評 価 損 670

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 70

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 80

そ の 他 2 824

税 引 前 当 期 純 利 益 1,397

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 587

法 人 税 等 調 整 額 △358 229

当 期 純 利 益 1,168

－ 29 －
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株主資本等変動計算書

( 2018年４月１日から
2019年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益
剰余金
合 計

特 別
償 却
準備金

配 当
準 備
積立金

役 員
退 職
積立金

固 定
資 産
圧 縮
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 8,774 9,677 53 9,731 1,227 145 30 108 5 11,471 6,791 19,778

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － △553 △553

当 期 純 利 益 － 1,168 1,168

特別償却準備金の取崩 － △48 48 －

別途積立金の積立 － 400 △400 －

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ △0 0 －

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 0 0 －

株主資本以外の項
目の当期変動額
（ 純 額 ）

－ －

当期変動額合計 － － 0 0 － △48 － － △0 400 263 614

当 期 末 残 高 8,774 9,677 53 9,731 1,227 97 30 108 5 11,871 7,054 20,393

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △4,476 33,808 1,427 △6 1,420 35,228

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △553 － △553

当 期 純 利 益 1,168 － 1,168

特別償却準備金の取崩 － － －

別途積立金の積立 － － －

固定資産圧縮
積立金の取崩

－ － －

自己株式の取得 △4 △4 － △4

自己株式の処分 2 2 － 2

株主資本以外の項
目の当期変動額
（ 純 額 ）

－ △484 3 △480 △480

当期変動額合計 △1 613 △484 3 △480 132

当 期 末 残 高 △4,477 34,421 942 △3 939 35,360

－ 30 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2019年６月10日

電気興業株式会社

　取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 沼 田 敦 士 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 田 健 司 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、電気興業株式会社の2018年４月

１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断

した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計

算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手

続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算

書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、

内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

－ 31 －

連結会計監査報告
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監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、電気興業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該

連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上

－ 32 －

連結会計監査報告
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2019年６月10日

電気興業株式会社

　取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 沼 田 敦 士 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 田 健 司 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、電気興業株式会社の2018

年４月１日から2019年３月31日までの第93期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について

監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正

又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書

類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求め

ている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入

手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬

による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立

案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示

を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

－ 33 －

個別会計監査報告



2019/06/07 11:15:19 / 18482349_電気興業株式会社_招集通知

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上

－ 34 －

個別会計監査報告
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第93期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、職務の分

担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし

た。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の

交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び

第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき

整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同

号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、

その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適

正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる

事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 35 －

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執

行についても、指摘すべき事項は認められません。

なお、事業報告記載のとおり、一部拠点において不適切な会計処理が判明し、

外部の弁護士事務所及び調査会社を含む調査チームによる事実関係及び発生原

因等の調査及び確認が行われました。監査役会は、会社がこの調査報告を受け

て再発防止策を順次策定し実行していることを確認しており、引続き実施状況

を監視しその結果を検証してまいります。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在

り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報

告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方

針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、

当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

2019年６月11日

電気興業株式会社　監査役会

常勤監査役 土 屋 辰 一 

常勤監査役(社外監査役) 田 宮 弘 志 

監 査 役 大 西 正 利 

監 査 役(社外監査役) 小 林 祥 二 

以　上

－ 36 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分の件につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営事項の一つとして位置づけ、堅実な

経営を通じて配当を安定的且つ継続して実施することを基本としております。配当に

つきましては、業績に連動する形で今後の事業展開を勘案しつつ、株主の皆様に利益

還元申し上げております。当期の期末配当につきましては、これを踏まえ事業環境の

見通しと資金需要等を総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金45円

配当総額553,162,590円

（注） 当期の年間配当は、１株につき年45円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

2019年６月28日

２．剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、既存事業の活性化投資、財務基盤の確保及び将来にわた

っての企業体質強化のために必要な原資として有効活用するため、以下のとおりとい

たしたいと存じます。

(1) 増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 400,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 400,000,000円

－ 37 －

剰余金処分議案
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第２号議案　定款一部変更の件

　現行定款の一部を次のとおり改めたいと存じます。

１．変更の理由

　今後の新たな事業展開に備えるため、現行定款第２条（目的）につきまして、事業

目的を追加するものであります。また、これに伴い、号数の繰り下げを行うものであ

ります。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示します。）

現　行　定　款 変　更　案

第２条（目的）当会社は、次の事業を営

むことを目的とする。

１～４（条文省略）

５　医療用具の製造販売

６　電気通信設備の貸付

７～８（条文省略）

（新　設）

（新　設）

（新　設）

（新　設）

（新　設）

（新　設）

９（条文省略）

第２条（目的）当会社は、次の事業を営

むことを目的とする。

１～４（現行どおり）

５　医療用具及びヘルスケア用品の製

造販売

６　各種設備及び製品の貸付

７～８（現行どおり）

９　情報・通信・放送サービスの提供

及び受託業務並びに関連設備機器の

管理運営及び保守業務

10　光学機器、精密機器の製造販売及

びこれらを用いたサービスの提供

11　ソフトウエアの製作及び販売

12　農林水産業及び農林水産物の加

工、販売

13　前各号に関連する調査・研究開発・

コンサルティングの受託

14　各種事業に対する投資

15（現行どおり）

－ 38 －
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第３号議案　取締役９名選任の件

　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。経営体制の一層

の強化を図るため１名増員して取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名 現在の当社における地位
取締役会
出席状況

１
まつ

松
ざわ

澤
みき

幹
お

夫 再 任 代表取締役社長
100％

（17回/17回）

２
い

伊
とう

藤
かず

一
ひろ

浩 再 任 取締役専務執行役員
100％

（17回/17回）

３
しも

下
だ

田
 

　
つよし

剛 再 任 取締役執行役員
100％

（17回/17回）

４
にし

西
ざわ

澤
しゅん

俊
いち

一 再 任 取締役執行役員
100％

（17回/17回）

５
ひさ

久
の

野
 

　
つとむ

力 再 任 取締役執行役員
94.1％

（16回/17回）

６
いし

石 　
まつ

松 　
こう

康
じ

次
ろう

郎 新 任 執行役員管理統括部長 ―

７
おお

太
た

田
 

　
よう

洋 再 任
社 外 取 締 役
独 立 役 員

取締役
100％

（17回/17回）

８
す

須
さ

佐
まさ

正
ひで

秀 再 任
社 外 取 締 役
独 立 役 員

取締役
100％

（17回/17回）

９
すず

鈴
き

木
のり

則
よし

義 新 任
社 外 取 締 役
独 立 役 員

―

－ 39 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

１

まつ

松
ざわ

澤
みき

幹
お

夫
(1948年１月７日生)

1971年４月　当社入社

1984年４月　当社秘書室長

1995年６月　当社取締役秘書室長

2000年６月　当社専務取締役秘書室長、企画室、総務部、

人事部、経理部担当

2001年６月　当社代表取締役副社長

企画室、総務部、人事部、経理部担当

2007年６月　当社代表取締役副会長

経営企画部、人事部、財務担当

2013年11月　当社代表取締役社長（現任）

30,903株

【取締役候補者とした理由】

　松澤幹夫氏は、2001年６月に当社代表取締役に就任し、2013年11月から当社代表取締役社長とし

て当社グループ経営全般を担っており、常に高い見地から経営手腕を発揮しております。経営者と

しての豊富な経験と幅広い見識を有していることから、引き続き取締役として選任をお願いするも

のであります。

２

い

伊
とう

藤
かず

一
ひろ

浩
(1962年３月14日生)

1985年４月　当社入社

2009年４月　当社第二営業統括部高周波営業部長

2015年７月　当社執行役員高周波統括部営業部長

2016年６月　当社取締役執行役員高周波統括部長

2018年６月　当社取締役常務執行役員高周波統括部長

2019年４月　当社取締役専務執行役員高周波統括部長、秘

書室、内部統制管理部、管理統括部、安全品

質管理部、新規事業統括部、営業管理部、海

外事業統括部、電気通信営業統括部、支店統

括部、施設エンジニアリング統括部、技術開

発統括部、機器統括部、高周波統括部担当（現

任）

3,000株

【取締役候補者とした理由】

　伊藤一浩氏は、高周波関連事業の営業業務に携わるとともに、2016年６月から当社取締役として

経営を担っており、さらに2019年４月から当社取締役専務執行役員として当社の事業全般を担当し

ております。当社における豊富な経験と幅広い見識を有していることから、引き続き取締役として

選任をお願いするものであります。

－ 40 －
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

３

しも

下
だ

田
 

　
つよし

剛
(1964年４月12日生)

1988年４月　当社入社

2010年４月　当社機器統括部技術部長

2012年７月　当社執行役員機器統括部統括次長兼機器統括

部技術部長

2013年６月　当社取締役執行役員機器統括部長

2017年４月　当社取締役執行役員機器統括部長兼海外事業

統括部長

2017年12月　当社取締役執行役員海外事業統括部長

2019年４月　当社取締役執行役員海外事業統括部長兼管理

統括部統括次長（現任）

3,200株

【取締役候補者とした理由】

　下田　剛氏は、電気通信関連事業の技術・生産業務に携わり、2013年６月から当社取締役として

経営を担っております。また、2017年４月から海外事業の拡大にも取り組んでおり、当社における

豊富な経験と幅広い見識を有していることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであ

ります。

４

にし

西
ざわ

澤
しゅん

俊
いち

一
(1961年10月９日生)

1984年４月　当社入社

2008年６月　当社技術開発統括部電気通信開発部長

2012年７月　当社執行役員技術開発統括部統括次長兼技術

開発統括部電気通信開発部長

2015年４月　当社執行役員技術開発統括部長兼新規事業統

括部統括次長兼技術開発統括部電気通信開発

部長

2015年６月　当社取締役執行役員技術開発統括部長兼新規

事業統括部長（現任）

4,200株

【取締役候補者とした理由】

　西澤俊一氏は、研究開発・新規事業の業務に携わるとともに、2015年６月から当社取締役として

経営を担っており、当社における豊富な経験と幅広い見識を有していることから、引き続き取締役

として選任をお願いするものであります。

５

ひさ

久
の

野
 

　
つとむ

力
(1961年２月５日生)

1983年４月　当社入社

2008年６月　当社第一営業統括部電気通信営業部長

2014年７月　当社執行役員電気通信営業統括部長兼電気通

信営業統括部営業部長

2015年６月　当社取締役執行役員電気通信営業統括部長

（現任）

3,600株

【取締役候補者とした理由】

　久野　力氏は、移動通信関連分野の営業業務に携わるとともに、2015年６月から当社取締役とし

て経営を担っており、当社における豊富な経験と幅広い見識を有していることから、引き続き取締

役として選任をお願いするものであります。

－ 41 －
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

６

※
いし

石 　
まつ

松 　
こう

康
じ

次
ろう

郎
(1962年11月17日生)

1986年４月　当社入社

2005年６月　当社支店統括部西部支店長（現九州支店長）

2014年７月　当社執行役員支店統括部統括次長兼西部支店

長

2015年４月　当社執行役員施設エンジニアリング統括部長

兼支店統括部統括次長

2016年４月　当社執行役員支店統括部長兼施設エンジニア

リング統括部長

2019年４月　当社執行役員管理統括部長（現任）

3,600株

【取締役候補者とした理由】

　石松康次郎氏は、施設エンジニアリング統括部長、支店統括部長として主に工事関連業務に携わ

るとともに、2019年４月から管理統括部長の役職を担っており、当社における豊富な経験と幅広い

見識を有していることから、新たに取締役として選任をお願いするものであります。

７

おお

太
た

田
 

　
よう

洋
(1967年10月３日生)

1993年４月　弁護士登録（第一東京弁護士会）西村眞田法

律事務所（現西村あさひ法律事務所）

2001年２月　米国ニューヨーク州弁護士登録

2001年４月　法務省民事局付（参事官室商法担当）

2003年１月　西村ときわ法律事務所（現西村あさひ法律事

務所）パートナー

2004年８月　日本化薬株式会社社外監査役

2005年６月　当社取締役（現任）

2007年７月　西村あさひ法律事務所パートナー（現任）

2012年６月　光陽ホールディングス株式会社社外監査役

（2019年６月退任予定）

2013年４月　東京大学大学院法学政治学研究科教授

2013年６月　公益財団法人ロッテ財団評議員（現任）

2016年６月　日本化薬株式会社社外取締役（現任）

2017年６月　株式会社リコー社外監査役（現任）

［重要な兼職の状況］

パートナー弁護士（西村あさひ法律事務所）、日本化薬株

式会社社外取締役、株式会社リコー社外監査役、公益財団

法人ロッテ財団評議員

0株

【社外取締役候補者とした理由】

　太田　洋氏は、弁護士として企業活動の根幹に関わる分野でご活躍されてきており、同氏の有す

る専門的な知識・経験等を当社の経営に活かしていただきたく、引き続き社外取締役として選任を

お願いするものであります。なお、同氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、弁護

士として、企業法務に精通し、企業経営を統治する十分な見識を有しておられることから、社外取

締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

－ 42 －
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

８

す

須
さ

佐
まさ

正
ひで

秀
(1947年８月11日生)

1966年４月　仙台国税局入局

1978年11月　税理士資格取得

1995年７月　蒲田税務署副署長

2005年７月　税務大学校東京研修所長

2006年７月　横浜中税務署長

2007年７月　退職

2007年８月　税理士開業（現任）

2008年９月　当社顧問税理士（現在は退任）

2012年５月　株式会社アセント社外監査役（現任）

2012年６月　一般社団法人関東信用金庫協会監事（現任）

2015年６月　当社取締役（現任）

［重要な兼職の状況］

税理士（須佐正秀税理士事務所）、株式会社アセント社外

監査役、一般社団法人関東信用金庫協会監事

0株

【社外取締役候補者とした理由】

　須佐正秀氏は、長年にわたり国税庁の要職を歴任され、また、その後税理士としてご活躍されて

きており、同氏の有する財務及び企業会計に関する専門的な知識・経験等を当社の経営に活かして

いただきたく、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、直接

企業経営に関与された経験はありませんが、税理士として、財務及び企業会計に精通し、企業経営

を統治する十分な見識を有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけ

るものと判断しております。

－ 43 －
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

９

※
すず

鈴
き

木
のり

則
よし

義
(1956年４月20日生)

1982年４月　日興證券株式会社入社

2001年10月　日興コーディアル証券株式会社（現ＳＭＢＣ

日興証券株式会社）プライベート・バンキン

グ部長

2002年３月　同社執行役員プライベート・バンキング本部

長

2005年２月　同社常務取締役コンサルタント支援担当兼ウ

ェルスマネジメント本部長

2008年12月　同社専務取締役近畿・北陸・信越本部長

2009年７月　ＬＣＦエドモン・ドゥ・ロスチャイルド・日

興コーディアル株式会社（現エドモン・ドゥ・

ロスチャイルド・日興株式会社）代表取締役

社長（現任）

2016年６月　ＳＭＢＣ日興証券株式会社専務執行役員プラ

イベート・バンキング・法人ビジネス統轄兼

事業法人・投資銀行特命担当

2017年３月　同社副社長執行役員国内営業管掌

2019年３月　同社副社長執行役員特命担当（2019年６月退

任予定）

［重要な兼職の状況］

エドモン・ドゥ・ロスチャイルド・日興株式会社代表取締

役社長

0株

【社外取締役候補者とした理由】

　鈴木則義氏が、証券会社においてこれまで培われた経営者としての豊富な知識・経験と幅広い見

識に基づき、当社の経営全般に助言をいただくことで、経営の透明性と健全性の維持向上及びコー

ポレートガバナンスの強化に寄与していただけると判断し、新たに社外取締役として選任をお願い

するものであります。

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．太田　洋氏及び須佐正秀氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者で

あり、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員として、同

取引所に対する届出を行っております。

４．太田　洋氏及び須佐正秀氏は、2019年３月期の決算発表延期に係る当社の複数の拠点における原

価の付替えによる不適切な会計処理に関して、当該事実を認識しておりませんでしたが、日頃か

ら法令順守の視点に立った提言を行い、注意喚起をしておりました。また、当該事実の判明後

は、再発防止のための提言を行うなど、社外取締役として必要な対応を行い、その職責を果たし

ております。

５．太田　洋氏及び須佐正秀氏は、現に当社の社外取締役であり、それぞれの就任してからの年数

は、本総会終結の時をもって太田　洋氏が14年、須佐正秀氏が４年となります。

６．鈴木則義氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であり、株式会社

東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員として、同取引所に対する

－ 44 －
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届出を行う予定です。

７．当社は定款第27条において、「会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間において、

同法第423条第１項に規定する社外取締役の損害賠償責任を限定する契約を締結することができ

る。但し、当該契約に基づく損害賠償責任の限度は、法令が規定する限度額とする。」旨を定め

ております。この規定に基づき、当社は、社外取締役候補者である太田　洋氏及び須佐正秀氏と

の間で責任限定契約を締結しており、鈴木則義氏との間でも当該責任限定契約を締結する予定で

あります。その契約内容の概要は、社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任

を負う場合、責任の原因となった職務の遂行について当該社外取締役が善意であって重大な過失

がないときに限り、法令が規定する額又はそれ以上の一定の額をもって上記損害賠償責任の限度

とするものであります。

－ 45 －

取締役選任議案
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第４号議案　監査役２名選任の件

　監査役大西正利、小林祥二の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
株 式 の 数

１

おお

大
にし

西
まさ

正
とし

利
(1950年８月20日生)

1973年４月　山一證券株式会社入社

1998年４月　当社入社

2003年７月　当社企画室長

2006年11月　電興健康保険組合常務理事（現任）

2007年１月　電興厚生年金基金（現電興企業年金基金）常

務理事（現任）

2007年６月　当社監査役（現任）

3,200株

２

こ

小
ばやし

林
しょう

祥
じ

二
(1955年９月６日生)

1988年４月　弁護士登録（東京弁護士会）小林元治法律事

務所

1992年７月　岩瀬法律事務所

2003年６月　当社監査役（現任）

2016年１月　小林法律事務所（現任）

[重要な兼職の状況]

弁護士（小林法律事務所）

0株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．小林祥二氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役候補者であり、株式会社

東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員として、同取引所に対する

届出を行っております。

３．小林祥二氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏が弁護士として培われた法律知識を、当社の

監査体制に活かしていただきたいためであります。なお、同氏は、現に当社の社外監査役であ

り、その就任してからの年数は、本総会終結の時をもって16年となります。

４．小林祥二氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、弁護士として、企業法務に精通

し、企業経営を統治する十分な見識を有しておられることから、社外監査役としての職務を適切

に遂行いただけるものと判断するものであります。

５．小林祥二氏は、2019年３月期の決算発表延期に係る当社の複数の拠点における原価の付替えによ

る不適切な会計処理に関して、当該事実を認識しておりませんでしたが、日頃からコンプライア

ンスの重要性について注意喚起をしておりました。また、当該事実の判明後は、再発防止のため

の提言を行うなど、社外監査役として必要な対応を行い、その職責を果たしております。

６．当社は、定款第33条の２において、「会社法第427条第１項の規定により、社外監査役との間に

おいて、同法第423条第１項に規定する社外監査役の損害賠償責任を限定する契約を締結するこ

とができる。但し、当該契約に基づく損害賠償責任の限度は、法令が規定する限度額とする。」

旨を定めております。この規定に基づき、当社は、社外監査役候補者である小林祥二氏との間で

責任限定契約を締結しております。その契約内容の概要は、社外監査役が任務を怠ったことによ

って当社に損害賠償責任を負う場合、責任の原因となった職務の遂行について当該社外監査役が

善意であって重大な過失がないときに限り、法令が規定する額又はそれ以上の一定の額をもって

上記損害賠償責任の限度とするものであります。

－ 46 －

監査役選任議案
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第５号議案　補欠監査役１名選任の件

　2018年６月28日開催の第92回定時株主総会において補欠の社外監査役として大畑泰彦氏

を選任した決議の効力は本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定める監査

役の員数を欠くことになる場合に備え、改めて補欠の社外監査役１名を選任することをお

願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案における選任は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議

により、取り消すことができることとさせていただきます。

　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
株 式 の 数

おお

大
はた

畑
やす

泰
ひこ

彦
(1959年５月25日生)

1982年４月　野村證券株式会社入社

1990年１月　ジャーディン・フレミング証券東京支店入社

1991年２月　ソロモン・ブラザーズ・アジア証券会社入社

1999年１月　ソロモン・スミス・バーニー証券会社マネージング

ディレクター

2004年８月　日興コーディアル証券株式会社トップマネージメン

ト支援室長

2010年３月　ＳＭＢＣ日興証券株式会社機関投資家営業部長

2012年９月　同社退職

2018年３月　株式会社シーエムディーラボ取締役（現任）

[重要な兼職の状況]

株式会社シーエムディーラボ取締役

0株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．大畑泰彦氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．大畑泰彦氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、監査役に就任された場合に同氏が証券会社

での経験を通じて培われた財務を中心とした企業経営に関する知見を、当社の監査体制に活かし

ていただけると判断したためであります。

４．当社は定款第33条の２において、「会社法第427条第１項の規定により、社外監査役との間にお

いて、同法第423条第１項に規定する社外監査役の損害賠償責任を限定する契約を締結すること

ができる。但し、当該契約に基づく損害賠償責任の限度は、法令が規定する限度額とする。」旨

を定めております。この規定に基づき、当社は、補欠の社外監査役候補者である大畑泰彦氏との

間で監査役就任時に、責任限定契約を締結する予定であります。

その契約内容の概要は、社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場

合、責任の原因となった職務の遂行について当該社外監査役が善意であって重大な過失がないと

きに限り、法令が規定する額又はそれ以上の一定の額をもって上記損害賠償責任の限度とするも

のであります。

５．大畑泰彦氏は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員の

要件を満たしており、同氏が社外監査役として就任された場合、当社は同氏を独立役員として、

同取引所に対する届出を行う予定です。

以　上

－ 47 －

補欠監査役選任議案
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会　場　案　内　図

東京都新宿区西新宿四丁目15番３号
住友不動産西新宿ビル３号館１階
ベルサール西新宿ホール
電話03－3320－2611

KDDIビル

京王新線

甲州街道

青梅
街道丸ノ内線

京王線

都庁前駅

西新宿五丁目駅

新宿住友ビル

新宿グリーン
タワービル

十二社池の下

十二社池の下

（新宿駅西口行）

（熊野神社前）

（渋谷駅行）

（新宿中央公園西）

（永福町方面行）

交番

京王プラザ
ホテル

大江戸線

明治安田
生命

京王
百貨店

小田急
百貨店

スバル
ビル

東京都庁

ルミネ

東京都庁

新宿中央公園

十
二
社
通
り

公
園
通
り

小
田
急
線

歩道橋Ａ２

Ａ５
西口

７

新宿ニューシティ
ホテル

住友不動産
西新宿ビル３号館

新宿NSビル

首都高速
新宿出入口

新宿駅

新宿西口駅

新宿駅

西新宿駅

＜交通のご案内＞
●「 都　庁　前 」駅　Ａ５出口徒歩４分（大江戸線）
●「西新宿五丁目」駅　Ａ２出口徒歩６分（大江戸線）
●「　新　　宿　」駅　西口徒歩15分（ＪＲ線他）
●「　新　　宿　」駅　７番出口徒歩13分（新宿線、京王新線）
●新宿駅西口より京王バス「十二社池の下」バス停徒歩３分

◎お願い　駐車場、駐輪場の準備はいたしておりませんので、ご了承のほど
よろしくお願い申し上げます。

地図




